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1.　はじめに
日本のワークスタイルを取り巻く課題として，硬直的な

雇用形態および雇用システムにより自由度の高い働き方が
困難になっていたり，長い労働時間が常態化し，生産性を
低下させていたりすることが挙げられる。これらの課題解
決に向けて，多様な働き方を実現する，いわゆるダイバー
シティの実現が喫緊の課題となっている。

2.　ワークスタイルの変化
情報基盤サービスは，公共分野の団体において，すべて

の職員が利用する日々の業務を支える重要なIT（Information  

Technology）インフラである。したがって，情報基盤サー
ビスのデザインは，世の中の働き方（ワークスタイル）の
変化やそれに関連する技術動向を踏まえた政府の動向を理
解したうえで組織や職員の働き方に合ったものを選択する
必要がある。
ワークスタイルの動向については，「第4回 経済財政諮

問会議・産業競争力会議合同会議 配布資料」や「世界最先
端 IT国家創造宣言」（2014年6月閣議決定）に基づき，「人」，
「時間」，「場所」の観点から表1のように整理できる。

3.　次世代の情報基盤
ワークスタイル改革を実現するための情報基盤サービス
がめざすコンセプトとしては，次の4点を挙げる。
（1）利用者利便性の向上
（2）低コスト運用の実現
（3）運用業務効率の向上
（4）セキュリティの向上
このような取り組みは，さらなる高度化・効率化が求め

検討テーマ 概　要

人
女性管理職員の増加

1　 女性管理職を増やすための行動計画策
定を企業へ依頼

　　 一方，女性活躍推進法案は衆院解散
により廃案

グローバル高度人財獲得 2　 職務内容・達成度の明確化とペイ・
フォー・パフォーマンスを基本とする
創造性を発揮できるような弾力的な働
き方が可能な労働時間制度の構築

時間

新たな労働時間制度の創設

「朝型」の働き方推進 3　 新たな労働時間制度の結論を待つこと
なく，企画型裁量労働制やフレックス
タイム制の拡充などの見直しの検討フレックスタイム制度の見直し

場所 テレワークの普及推進
4　 先進的に進める企業に対する表彰制度
の創設および先進企業の取り組み事例
開示

注：略語説明　IT（Information Technology）

表1│現在検討されているワークスタイル改革に関連する法案の概要
「第4回 経済財政諮問会議・産業競争力会議合同会議 配布資料」，「世界最先
端IT国家創造宣言」（2014年6月閣議決定）より株式会社日立コンサルティン
グが作成したものである。
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日々の業務を支える重要な ITインフラである情報基盤の
デザインは，世の中の働き方（ワークスタイル）の変化や，
それに関連する技術動向を踏まえた政府の動向を理解し
たうえで，組織の働き方に合ったものを形成する必要があ
る。近年，ワークスタイルの動向に関して，「第4回 経済
財政諮問会議・産業競争力会議合同会議 配布資料」や
「世界最先端 IT国家創造宣言」（2014年6月閣議決定）
から，新たな労働時間制度の創設や「朝型」の働き方推

進，テレワークの普及推進など，情報基盤のデザインが
各検討施策を支える重要なテーマとなっている。日立は，
クラウドを存分に活用してワークスタイルの変革に貢献で
きる，利用者や組織にとって価値の最大化を図った情報
基盤サービスの開発を行った。本稿では情報基盤サービ
スの開発にあたっての取り組みや適用事例を元にした効
果，活用した技術・ノウハウを紹介するとともに，今後の
展望について述べる。
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られる情報基盤サービスを支える要素として不可欠であ
り，情報基盤サービスは，従来のオンプレミス型LAN

（Local Area Network）/WAN（Wide Area Network）システ
ムやパブリッククラウドに代わる，サービス提供型のイン
フラ基盤である（図1参照）。

3.1　利用者利便性の向上
ワークスタイルの変革と情報の利活用「いつでも（時間）・

どこでも（場所）・効率的に業務ができる（ペイ・フォー・
パフォーマンス）」をコンセプトとして利用者利便性の向
上を図る。

3.2　低コスト運用の実現
利用者の利便性の向上や各サービス間の相互運用性の拡
大，情報基盤サービスのライフサイクルを通したTCO

（Total Cost of Ownership）の最適化を満たすためのポイン
トを踏まえ，低コスト運用の実現を図る。

3.3　運用業務効率の向上
効率的なシステム構成・運用の仕組みを確立し，特殊運
用や個別運用による時間のロスや作業ミスを低減し，統一
的で円滑な運用・保守を可能とする標準運用の確立と運用
業務効率の向上を図る。

3.4　セキュリティの向上
サイバー攻撃・過失などによる情報漏えいの防止など，
情報基盤サービスを構成する各サービスに対するセキュリ
ティについての体系的な整理を行い，各サービスにて要求
されるセキュリティレベルを特定することでセキュリティ
の向上を図る（図2参照）。

4.　サービス群の開発
情報基盤サービスを構成する各サービス群は，公共分野
の団体にとって最も適性の高いサービスとなるよう基準を
定義し，開発および選定を行った。
情報基盤サービスは複数のサービスや製品から構成され

・ 感染力の高いネットワーク型ウィルス
・ 巧妙化するメール添付型ウィルス
・ 人間工学的攻撃
・ スパイウェア， Botのまん延

・ 国， 自治体， 重要インフラでの情報共有 ・ 活用
・ インシデント情報共有， サイバーテロ対策
・ セキュリティ監査 ・ ISMS取得， 情報セキュリティ格付け
・ 情報セキュリティ2012
・ サイバーセキュリティ2013など

・ 不正アクセス禁止法
・ SPAM防止法
・ 電子署名法
・ IT書面一括法
・ 行政手続オンライン化法
・ 個人情報保護法
・ e-文書法　・ 新会社法
・ J-SOX法（金融商品取引法）

・ セキュリティ評価基準ISO化
・ 情報システム運用管理基準
  ISO化， ISMS適合性評価制度
・ 情報セキュリティ監査制度
・ 政府機関統一基準（NISC）
・ 監督官庁ガイドライン（金融庁）
・ 業界団体ガイドライン
・ ASP ・ SaaSにおける情報
  セキュリティ対策ガイドラインなど

・ 多発する漏えい事件 ・ 事故
・ 損害賠償訴訟
・ 企業ブランドの失墜
・ 法令順守違反

・ 標的型攻撃
・ DDoS攻撃
・ SPAMメール
・ フィッシング

情報基盤サービス

ウィルス

法制度

国家施策

情報漏えい

脅威

標準化

不正攻撃

図2│情報基盤サービスを取り巻くセキュリティの全体像
社会インフラを支える公共ITソリューション提供事業者として，情報セキュリティに対する考え方と取り組み実績を情報基盤サービスに適用していく。

注：略語説明　 DDoS（Distributed Denial of Service），ISO（International Organization for Standardization），ISMS（Information Security Management System）， 
NISC（National center of Incident readiness and Strategy for Cybersecurity），ASP（Application Service Provider），SaaS（Software as a Service），J-SOX（Japan - Sarbanes Oxley）

価値の最大化

ワークスタイル改革を実現する次世代の情報基盤サービス

さらなるセキュリティ
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さらなる利用者
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さらなる運用業務
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図1│価値を最大化する4つの工夫
クラウドサービスを存分に活用し，業務に最適なサービスを選定してワーク
スタイル改革を実現し，価値の最大化を図る。
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るため，サービスの組み合わせによっては，全体的なアー
キテクチャが複雑化し，運用管理業務が煩雑になり，現在
運用中のLAN/WANシステムよりも，クラウド活用のメ
リットを享受できないばかりか，TCOの増加や，ROI

（Return On Investment）の低下を招きかねない。
そこで，サービスの開発および選定においては，利用者

の利便性の向上や各サービス間の相互運用性の拡大，情報
基盤サービスのライフサイクルを通したTCOの最適化を
満たすためのポイントを，「情報システム調達のための技
術参照モデル（Technical Reference Model）」（以下，「TRM」
と記す。）の考えを踏襲し，設定することで，TCOの増加
や，ROIの低下の抑止を図る。
情報基盤サービスを構成するサービス群の開発および選

定のポイントを以下に示す（図3参照）。

4.1　運用管理業務の効率化
TRMは，利用者の利便性の向上，政府情報システムの
相互運用性の拡大，業務・システムのライフサイクルを通
したトータルコストの最適化，調達効率の向上をめざし，
オープンな標準仕様を優先した公平な仕様記述を普及さ
せ，参入障壁の低減を図り，情報関連産業分野における健
全な競争環境の維持拡大を図ることを目的としたモデルで
ある。このことから，全体的なアーキテクチャが複雑な環
境下で発生していた特殊運用や，個別運用による時間のロ
ス，作業ミスを低減するとともに，統一的で円滑な運用・
保守が可能となり，標準運用を確立することができるた
め，運用業務の集約やコスト削減に寄与することが期待さ

れる。

4.2　適性の高いサービス選定
クラウドサービスが普及してきた昨今，SaaS（Software 

as a Service）やDaaS（Desktop as a Service）などの各種サー
ビスの組み合わせで情報基盤サービスを効率的に構築し，
運用管理の効率化や運用コストの削減，利用者の利便性向
上などをめざす例が増えてきている。一方で，さまざまな
課題が発生し，想定された効果を創出できない例も少なか
らずある状況である。特に，情報資産をクラウドサービス
上に預けるうえで，セキュリティの確保が重要となり，単
純にセキュリティの高さのみを基準にシステムを構成した
場合，高価で機能間の連携が取れないなどの使い勝手の悪
いシステムとなってしまうおそれがある。情報基盤サービ
スの各サービスの選定にあたっては，機能ごとに要求され
るセキュリティレベルや，各サービス間のインタフェース
の複雑性などを鑑み，基準を明確にしたうえで，公共分野
の団体にとって最も適性が高いサービスを選定する（図3

参照）。
（1）サービス複雑性の分析整理
情報基盤サービスを構成する各サービスは，それぞれの
サービスが連携し，有機的に動作することが求められるた
め，多くのサービスとの連動が必要な機能であるほど，イ
ンタフェースの整合性などの考慮が必要となり，より複雑
性の高いサービスであると捉えることができる。さまざま
なインタフェースに対応した高機能なサービスは一般的に
高コストとなり，限定的なインタフェースを持つサービス

サービス要件整理

ポイント 情報基盤サービスを構成する各サービスの選定のための基準に従い，
エンドユーザーにとって最も適性の高いサービスを選定

認証基盤サービス

各サービスのマッピング可用性／機密性
複雑さで分類

情報システム調達のための技術参照モデル
（TRM）の考えを踏襲

セキュリティ要求の高さ
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され
る信
頼性

「ASP ・ SaaSにおける
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アカウント連携機能
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メーリングリスト機能

サ
ー
ビ
ス
の
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図3│情報基盤サービスに適したサービス群選定の過程
各サービスで求められている機能を基準に分類，分析したうえで，要求される信頼性をマッピングする。

注：略語説明　TRM（Technical Reference Model）
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であっても，必要十分な機能を持つサービスであれば，使
い勝手を損なうことなくコストパフォーマンスに優れた
サービスを提供することができる。
複雑性が高いサービスとしては，認証基盤サービスの

ディレクトリサービス機能，シンクライアントソフトウェ
アサービス，レンタルサービスのモバイル機能，マルウェ
アなどの対策サービスが存在している。また，比較的複雑
性が高いサービスとして認証基盤サービスのシングルサイ
ンオン機能や，電子メールサービスの電子メール機能など
がある。
サービス選定にあたっては，情報基盤サービスにおける

サービス間の連携の有無の整理とサービスごとの複雑性の
整理が重要である。
（2）セキュリティの体系的整理
情報基盤サービスはSaaSなどの複数のサービスや製品
から構成され，TCO削減や運用管理業務の合理化など，
さまざまなメリットがある一方で，各サービス事業者およ
びその関係組織にユーザーの膨大な情報資産が集積される
こととなるため，適切な情報セキュリティ対策の実施が重
要である。
クラウドシステムに関するセキュリティ対策ガイドライ

ンとして，総務省より「ASP・SaaSにおける情報セキュリ
ティ対策ガイドライン」1）が提供されている。このガイド
ラインにおいて，クラウドサービスにて提供されるサービ
スは，認証サービスやグループウェアに至るまで，取り扱
う情報の違いにより，必要となるセキュリティレベルが異
なることが示されている。一般的に情報セキュリティと

は，情報の機密性，完全性および可用性を維持することと
なる（ISO/IEC27001:2005 3 用語および定義より）。
このガイドラインに基づき，情報基盤サービスの各サー
ビスを体系的に整理した。

4.3　サービスの選定
情報基盤サービスを構成する各サービスについて，サー
ビス複雑性とセキュリティの2つの観点から，各サービス
を3つの領域に分類した。それぞれの領域の選定基準は以
下のとおりである。
（1）領域1：自由選択可能サービス群
サービス間の連携が少ないことから，必要十分な機能を
持ったサービスを選定する。外部サービスの活用も含め，
コストパフォーマンスに優れたサービスを積極的に選定する。
（2）領域2：必要機能充足確認要サービス群
サービスの複雑さが中程度であるため，顧客要件の充足
度を確認し，充足度を満たしている場合は，インタフェー
スに相互運用性があるかの確認を行い，サービスを選定す
る。相互性，運用性の高さからHitachi Cloudが提供する
サービスの中から選択する。
（3）領域3：オンプレミス構築も視野に入れたサービス群
サービスの複雑さが高く，要求されるセキュリティレベ
ルも高いことから，単一サービス事業者による，信頼性の
高いサービスを組み合わせて実現する。または，オンプレ
ミスで構築する。Hitachi Cloudのサービス，もしくは，
Hitachi Cloud上に個別構築したシステムをサービス提供
する形態を選択する。

ユニファイド
コミュニケーションサービス

シンクライアント
サーバサービス

ファイル送受信
サービス

メールマガジン
（電子メールサービス）

グループウェアサービス

シンクライアント
ソフトウェアサービス

電子メールサービス

認証基盤サービスファイルストレージ
サービス

複合機などのサービス

パートナー
電気通信
事業者

IPネットワークサービス

セキュリティサービス

シンクライアントPCサービス

Hitachi Cloud SaaS

領域1

領域3領域2

ポイント セキュリティレベルの高さと， サービス間の連携密接度から
領域2， 3に属するサービスをHitachi Cloudで提供

レンタルサービス
運用管理サービス

保守サービス

データセンターサービス

図4│情報基盤サービスに適したサービス群の選定
セキュリティレベルの高さに応じHitachi Cloudのサービスを活用するうえで，自社サービスだけでなく外部サービスも積極的に活用していく。

注：略語説明　IP（Internet Protocol），PC（Personal Computer）
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情報基盤サービスを構成する各サービスと領域につい
て，図4に示す。

5.　適用の効果と課題
サービスが有機的につながるよう横断的に取りまとめ一

括管理・運用する組織「SMO（Service Management Office）」 
を日立内にて立ち上げることで，複数が連携するサービス
群の継続した安定運用とともに新たなサービス提案などを
行い，サービス窓口として顧客への安心と信頼を確保する
ことができるようになる。今後の課題は，どの運用保守員
でも一定水準のサービスを提供できるようにする仕組み作
りであると位置づけている。

6.　今後の展望
情報基盤サービスは，現在，市場化テスト対象案件とし

て位置づけられている公共分野の団体向けに構築を進めて
いる。市場化テストとは，これまで「官」が独占してきた「公
共サービス」について，「官」と「民」が対等な立場で競争
入札に参加し，価格・質の両面で最も優れた者がそのサー
ビスの提供を担っていくこととする制度である。公共分野
における情報基盤サービスは，「官」は本来業務に専念し，
ITインフラはサービス運用を含めて「民」に外部委託され
る方針の先駆けであり，中央官庁や外郭機関における次期
情報基盤更改時の検討対象として意識されているものであ
る。今後これらの分野は民間への外部委託が進んでいく領
域である。

7.　おわりに
ここでは，情報基盤サービスの開発により，顧客のビジ

ネス成果への寄与ならびに職員のアクティビティ向上を
図ったことについて述べた。今後は，職員のワースクタイ
ル改革，稼働率向上の観点で，システム利用面での改善向

上活動を継続しながら顧客業務に定着化させていくこと
を，顧客と共に考えPDCA（Plan, Do, Check, Act）サイク
ルを回し，さらなるサービス価値向上，価値最大化を図っ
ていく。また，日立が海外を含めグループで取り組んでき
た実績を生かし，さまざまな業種の顧客のプロジェクトに
おいて蓄積した経験，ノウハウを最大限に活用して 

いく。

1）  総務省：ASP・SaaSの情報セキュリティに関する研究会 ASP・SaaSにおける情報セ
キュリティ対策ガイドライン（2008.1），

 http://www.soumu.go.jp/main_content/000166465.pdf
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